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居宅介護支援重要事項説明書 
〔令和6年4月1日現在〕 

１ 法人の概要 

法人の名称 社会福祉法人悠揚会 

代 表 者 役 職 ・ 氏 名 理事長 塩原正彦 

所在地・電話番号 埼玉県さいたま市大宮区上小町１１８７番地 

０４８-６４８-１０１０ 

法 人 設 立 年 月 日 平成１６年７月２日 

 

２ サービスを提供する事業所の概要 

（１）事業所の名称等 

名 称 居宅介護支援事業所 はるぱてお 

事 業 所 番 号 居宅介護支援 

（指定事業所番号１１７６５０４８０９） 

事 業 の 目 的 要介護等状態にある利用者等に対し、適正な指定

居宅介護支援等を提供することを目的とする。 

運 営 の 方 針 利用者が可能な限りその居宅において、その有す

る能力に応じ自律した日常生活を営むことができ

るよう心身の状況、環境等に応じて、自らの選択

に基づき適切なサービスが多様な事業者から総合

的かつ効率的に提供されるよう配慮し、意思及び

人格を尊重し、常に利用者の立場に立って行う。 

提供されるサービスは、特定の種類、又は特定

の居宅サービス事業者に不当に偏ることのないよ

う公正中立に行うものとする。 

 また、事業の実施に当たっては、関係市町村、

シニアサポートセンター、介護保険施設及び指定

特定相談支援事業者等との密接な連携に努める。 

所 在 地 〒３３０-０８５５  

埼玉県さいたま市大宮区上小町１１８４番地    

電 話 番 号 ０４８-６５０-８８０２ 

Ｆ Ａ Ｘ 番 号 ０４８-６５０-８８０３ 

通常の事業の実施地域 さいたま市大宮区、中央区、北区 

 

（２）事業所の窓口の営業日及び営業時間 

営 業 日 月曜日から金曜日まで 

（国民の休日、１２月３１日から１月３日までを除く。） 

営業時間  午前９時から午後６時まで 



           

 2 / 10 

 

 

（３）事業所の勤務体制 

職 種 業務内容 勤務形態・人数 

管理者 ・従業者と業務の管理を行います。 

・従業者に法令等の規定を遵守させるた

め必要な指揮命令を行います。 

・管理者は主任介護支援専門員とします 

常 勤 １名 

介護支援専門員 居宅介護支援を行います。 

 

常 勤1名以上 

非常勤０名 

 

３ サービスの内容、提供方法 

内容 提供方法 

利用者からの居

宅サービス計画

作成依頼等に対

する相談対応 

当事業所内相談室において行います。 

（必要に応じて利用者の居宅を訪問します。） 

課題分析の実施 

 

 

 

① 課題分析の実施に当たっては、利用者が自立した生活

を営むことができるよう支援する上で解決すべき課題を

把握します。 

② 解決すべき課題の把握（アセスメント）に当たっては、

利用者の居宅を訪問し、利用者及びその家族に面接して

行います。 

③ 使用する課題分析票の種類は、居宅サービスガイドラ

イン方式とします。 

居宅サービス計

画（ケアプラン）

原案の作成 

 

 

利用者の希望及びアセスメントの結果に基づき、利用者

及び家族の生活に対する意向、総合的な援助の方針、生活

全般の解決すべき課題、提供されるサービスの目標とその

達成時期、サービスの種類と内容等を記載した居宅サービ

ス計画の原案を作成します。 

サービス提供事

業所の選定 

 

居宅サービス計画に位置付ける居宅サービス事業所につ

いて複数の事業所の紹介を求めることができます。また当

該事業所を居宅サービス計画に位置付けた理由を求めるこ

とができます。 

サービス担当者

会議等による専

門的意見の聴取 

居宅サービス計画の原案に位置づけた指定居宅サービス

等の担当者を招集して行うサービス担当者会議の開催、担

当者に対する照会等により、居宅サービス計画の原案の内

容について、担当者から専門的見地からの意見を求めます。 
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居宅サービス計

画の説明、同意、

交付 

① 居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス等に

ついて、保険給付の対象となるかどうかを区分した上で、

居宅サービス計画の原案の内容について利用者又は家族

に対して説明し、文書により利用者の同意を得ます。 

② 作成した居宅サービス計画は交付します。 

 

居宅サービス計

画の実施状況の

把握 

① 居宅サービス計画の作成後、居宅サービス計画の実施

状況の把握（モニタリング）を行います。 

  利用者及び家族、指定居宅サービス事業者等との連絡

を継続的に行い、必要に応じて居宅サービス計画の変更、

指定居宅サービス事業者等との連絡調整その他の便宜の

提供を行います。 

② モニタリングに当たり、少なくとも１月に１回、利用

者の居宅を訪問し、面接します。 

（テレビ電話等を利用する場合は2月に1回） 

③ 少なくとも１月に１回、モニタリングの結果を記録し

ます。 

医療機関との連

携 

① 利用者が医療系のサービスの利用を希望している

場合は利用者の同意を得て主治の医師等の意見を求め

ます。また意見を求めた主治の医師等に対してケアプ

ランを交付します。 

② 訪問介護事業所等から伝達された利用者の口腔に

関する問題や服薬状況、モニタリング等の際にケアマ

ネジャー自身が把握した利用者の状態等についてケア

マネジャーから主治の医師や歯科医師、薬剤師に必要

な情報の伝達を行います。 

③ 利用者が入院した場合は担当介護支援専門員の氏名等

を入院先の医療機関にお伝えください。 

入院先の医療機関と必要な情報共有や連携を行います。 

介護保険施設へ

の紹介 

居宅において日常生活を営むことが困難となったと認め

られる場合又は利用者が介護保険施設への入所等を希望さ

れる場合には、介護保険施設への紹介その他の便宜の提供

を行います。 

   

 

 

４ 利用料、その他の費用の額 

（１）居宅介護支援の利用料 

 ア 基本利用料 

   利用した場合の基本利用料は以下のとおりです。利用者負担額は、原則

として無料です。 
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区分 

（介護支援専門員１人当たりの利用者数） 

要介護１・２ 要介護３～５ 

居宅介護支援費Ⅰ 

居宅介護支援費ⅰ 

（４５人未満の場合） 

４５人未満の部分 １２，０００円 １５，５９１円 

 

居宅介護支援費ⅱ 

（４５人以上６０人

未満の場合） 

４５人未満の部分 １２，０００円 １５，５９１円 

４５人以上の部分 ６，０１１円 ７,７７９円 

居宅介護支援費ⅲ 

（６０人以上の場合） 

４５人未満の部分 １２，０００円 １５，５９１円 

４５人以上の部分 ６，０１１円 ７,７７９円 

６０人以上の部分  ３,６０２円 ４,６６３円 

居宅介護支援費Ⅱ 

ケアプランデータ連携システムを活用しかつ事務職員の配置を行っている場合 

居宅介護支援費ⅰ 

（５０人未満の場合） 

５０人未満の部分 

 

１２，０００円 

 

１５，５９１円 

 

居宅介護支援費ⅱ 

（５０人以上６０人

未満の場合） 

５０人未満の部分 １２，０００円 １５，５９１円 

５０人以上の部分 ５，８２３円 

 

７，５４７円 

 

居宅介護支援費ⅲ 

（６０人以上の場合） 

 

５０人未満の部分 １２，０００円 １５，５９１円 

５０人以上の部分 ５，８２３円 ７，５４７円 

６０人以上の部分 ３，４９１円 ４，５３０円 

 

 イ 加算 

   要件を満たす場合に、基本利用料に以下の料金が加算されます。 

 

 ①サービスの実施による加算 

加算の種類 要件 利用料 

初回加算 新規に居宅サービス計画を作成した場合 １月につき 

 ３，３１５円 

入院時情報連

携加算Ⅰ 

介護支援専門員が入院した日のうちに入

院先医療機関に情報提供をした場合 

（営業時間終了後又は営業日以外の日に

入院した場合、入院日の翌日を含む） 

１月につき 

 ２，７６２円 

入院時情報連

携加算Ⅱ 

介護支援専門員が入院後３日以内に入院

先医療機関に情報提供をした場合 

（営業時間終了後に入院した場合、入院日

から起算して3日目が営業日でない場合

は、その翌日を含む） 

１月につき 

 ２，２１０円 
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退院・退所加算 病院等に入院、入所していた利用者が退院

退所し居宅サービス等を利用する場合に

おいて医療機関等の職員と面談を行い利

用者に関する必要な情報を得た上で居宅

サービス計画を作成し居宅サービス等の

利用に関する調整を行った場合 

ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ参加有 

連携1回6,630円 

連携2回8,287円 

連携3回9,945円 

ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ参加無 

連携1回4,972円 

連携2回6,630円 

緊急時等居宅

カンファレン

ス加算 

病院又は診療所の求めにより、病院等の医

師又は看護師等とともに利用者の居宅を

訪問し、カンファレンスを行い、必要に応

じて居宅サービス等の利用調整を行った

場合 

１回につき 

 ２，２１０円 

ターミナルケ

アマネジメン

ト加算 

在宅で死亡した利用者に対し終末期の医

療ケアの方針に関する当該利用者又は家

族の意向を把握した上で（在宅訪問後、24

時間以内に在宅以外で死亡した場合を含

む）①②③④を実施した場合 

①24時間連絡体制がとれる体制を確保し

かつ、必要に応じて指定居宅介護支援を行

うことができる体制を整備 

②利用者又は家族の同意を得た上で、死亡

日及び死亡日前14日以内に2日以上在宅を

訪問し、主治の医師等の助言を得つつ、利

用者の状態やサービスの変更の必要性の

把握、利用者への支援 

③訪問により把握した利用者の心身の状

況等の情報を記録し、主治の医師等及びケ

アプランに位置付けた居宅サービス事業

者へ提供 

④「人生の最終段階における医療、ケアの

決定プロセスに関するガイドライン」等の

内容に沿った取り組みをした場合 

1月につき 

４，４２０円 

通院時情報連

携加算 

利用者が病院、診療所において医師、又は

歯科医師の診察を受ける時に介護支援専

門員が同席し、医師等に対して利用者の心

身状況や生活環境等の情報の提供を行う

とともに、医師等から利用者に関する必要

な情報の提供を受けた上でケアプランに

記録した場合 

1月につき 

（1回まで限度） 

５５２円 
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（２）看取り期における利用前の相談、調整等 

居宅サービス等の利用に向けて介護支援専門員が利用者の退院時等にケ

アマネジメント業務を行ったものの利用者の死亡によりサービス利用に至

らなかった場合に、モニタリングやサービス担当者会議における検討等必

要なケアマネジメント業務や給付管理のための準備行われた場合は基本報

酬を算定させていただきます。 

（３）交通費 

通常の事業の実施地域にお住まいの方は無料です。 

   

５ 秘密の保持 

（１）従業者に業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、

従業員である期間及び従業員でなくなった場合においても、その秘密を保

持すべき旨を、従業者との雇用契約の内容とします。 

（２）利用者からあらかじめ文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等

で利用者の個人情報を用いません。また利用者の家族の個人情報について

も、あらかじめ文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等で利用者

の家族の個人情報を用いません。 

（３）利用者又はその家族の個人情報について、「個人情報の保護に関する法

律」及び厚生労働省が策定した「医療・介護関係事業者における個人情報

の適切な取扱いのためのガイダンス」を遵守し、適切な取扱いに努めます。 

 

６ 事故発生時の対応 

サービス提供により事故が発生した場合は、市町村、利用者の家族に連絡

するとともに、必要な措置を講じます。 

  また、サービスの提供により、賠償すべき事故が発生した場合は、速やか

に損害賠償いたします。 

  なお、事業者は下記の損害賠償保険に加入しています。 

 

保険会社名   あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 

 

 

７ サービス提供に関する相談、苦情 

（１）苦情処理の体制及び手順 

  ア サービス提供に関する相談及び苦情を受けるための窓口を設置しま

す。 

  イ 相談及び苦情に円滑かつ適切に対応するための体制及び手順は以下

のとおりです。 

    

   ①提供した居宅介護支援に苦情があった場合又は事業者が作成した居

宅サービス計画に基づいて提供された居宅サービスに苦情があった
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場合には、利用者の状況を詳細に把握するため状況の聞き取りや事情

の確認を行います。 

   

 ②相談担当者は、把握した状況を管理者とともに検討し、対応を決定し

ます。 

    

③必要に応じて関係者への連絡調整を行い、利用者へは対応方法を含め

た結果報告を行います。 

 

事業所は、利用者が苦情申立て等を行ったことを理由にして何ら不利

益な取り扱いをすることはありません。 

（２）苦情相談窓口 

担  当 

電話番号 

受付時間 

受 付 日 

管理者 江渡 直子 

０４８－６５０－８８０２  

午前９時から午後６時まで 

月曜日から金曜日まで 

（国民の休日、１２月３１日から１月３日までを除く。） 

市町村及び国民健康保険団体連合会の苦情相談窓口等に苦情を伝えるこ

とができます。 

さいたま市（長寿応援部）介護保険課 ０４８-８２９-１２６５ 

大宮区  高齢介護課 ０４８-６４６-３０６８ 

埼玉県国民健康保険団体連合会 

介護保険課 苦情対応係 

０４８-８２４-２５６８ 

（苦情相談専用） 

埼玉県運営適正化委員会 ０４８-８２２－１２４３ 

 

８ 虐待の防止について 

 事業所は、利用者等の権利の擁護・虐待防止のために、次に掲げるとおり必

要な措置を講じます。 

（１） 虐待防止に関する責任者を選定しています。 

虐待防止に関する責任者 管理者 江渡直子 

（２） 従業員に対する虐待防止を啓発・普及するため研修を実施しています。 

（３） 利用者及びその家族からの苦情処理体制を整備しています。 

（４） その他虐待防止のために必要な措置を行います。 

 

９ ケアマネジメントの公正中立の確保（利用実績の説明） 

 居宅介護支援のサービス提供の開始に際し、前6か月間に当該事業所で作成

されたケアプランの総数のうち、訪問介護、通所介護、福祉用具貸与、地域密

着型通所介護（以下「訪問介護等」）がそれぞれに位置付けられたケアプラン

が占める割合、または訪問介護等ごとの回数のうち同一サービス事業者により

提供されたケアプラン数が占める割合等の説明は可能です。 



           

 8 / 10 

 

その他の運営についての重要事項 

 

1 サービスの利用に関する留意事項 

（１）サービス提供を行う介護支援専門員 

サービス提供時に、担当の介護支援専門員を決定します。 

 

（２）介護支援専門員の交替（契約書第 8条参照）  

①事業者からの介護支援専門員の交替 

事業者の都合により、介護支援専門員を交替することがあります。 

介護支援専門員を交替する場合は、ご利用者に対してサービス利用上の不

利益が生じないよう十分に配慮するものとします。 

 

②ご契約者からの交替の申し出 

選任された介護支援専門員の交替を希望する場合には、当該介護支援専門

員が業務上不適当と認められる事情その他交替を希望する理由を明らか

にして、事業者に対して介護支援専門員の交替を申し出ることができます。

ただし、ご契約者から特定の介護支援専門員の指名はできません。 

 

２ サービス提供における事業者の義務（契約書第 11条参照） 

当事業所では、ご利用者に対してサービスを提供するにあたって、次のこと

を守ります。 

①ご利用者に提供した居宅介護支援について記録を作成し、その完結

の日から 5 年間保管するとともに、ご契約者または代理人の請求に

応じて閲覧させ、複写物を交付します。 

②ご契約者が他の居宅介護支援事業者の利用を希望する場合その他ご

契約者から申し出があった場合には、ご契約者に対し、直近の居宅サ

ービス計画及びその実施状況に関する書類を交付します。 

 

３ サービス利用をやめる場合（契約の終了について） 

契約の有効期間は、契約締結の日からご利用者の要介護認定の有効期間満

了日までですが、契約期間満了の２日前までにご契約者から契約終了の申し

入れがない場合には、契約は更に同じ条件で更新され、以後も同様となりま

す。（契約書第２条参照） 

契約期間中は、以下のような事由がない限り、継続してサービスを利用す

ることができますが、仮にこのような事項に該当するに至った場合には、当

事業所との契約は終了します。（契約書第１４条参照） 

①ご利用者が死亡した場合 

②要介護認定によりご利用者の心身の状況が自立と判定された場合 

③ご利用者が介護保険施設に入所した場合 

④事業者が解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事由により
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事業所を閉鎖した場合 

⑤当事業所が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した

場合 

⑥ご契約者から解約又は契約解除の申し出があった場合（詳細は以下

をご参照下さい。） 

⑦事業者から契約解除を申し出た場合（詳細は以下をご参照下さい。） 

 

（４）ご契約者からの解約・契約解除の申し出（契約書第15条、第16条参照） 

 契約の有効期間であっても、ご契約者から利用契約を解約することができ

ます。その場合には、契約終了を希望する日の７日前(※最大 7日)までに解

約届出書をご提出ください。 

但し、以下の場合には、即時に契約を解約・解除することができます。 

① 事業者が作成した居宅サービス計画に同意できない場合 

② 事業者若しくは介護支援専門員が正当な理由なく本契約に定める

居宅介護支援を実施しない場合 

③ 事業者若しくは介護支援専門員が守秘義務に違反した場合 

④ 事業者若しくは介護支援専門員が故意又は過失によりご契約者ご利

用者の身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為、その他

本契約を継続しがたい重大な事情が認められる場合 

 

（５）事業者からの契約解除の申し出（契約書第１７条参照） 

以下の事項に該当する場合には、本契約を解除させていただくことがあります。 

①ご契約者が、契約締結時にご利用者の心身の状況及び病歴等の重要

事項について、故意にこれを告げず、又は不実の告知を行い、その

結果本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合  

②ご契約者・ご利用者が、故意又は重大な過失により事業者又はサー

ビス従事者若しくは他の利用者等の生命・身体・財物・信用等を傷

つけ、又は著しい不信行為を行うことなどによって、本契約を継続

しがたい重大な事情を生じさせた場合  

 

４ 事業継続計画 

 感染症や災害が発生した場合でも、利用者が継続して指定居宅介護支援の提

供が受けられるよう、業務継続計画を策定するとともに、その計画に従い必要

な研修及び訓練を実施します。 

 

５ 衛生管理 

 感染症の予防及びまん延防止に努め、感染防止に関する会議等においてその

対策を協議し、対応指針を作成します。また研修会や訓練を実施し、感染対策

の資質向上に努めます。 
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６．サービス利用に際してのお願い 

 ①見守りカメラの設置、職員を撮影する場合、個人情報保護法に準じて事前 

に職員本人の同意を受けてください。 

職員の写真や動画撮影、録音を無断でSNS等に掲載することは禁止とさせて

いただきます。 

 ②ハラスメント行為などにより、健全な信頼関係を築くことが出来ないと判 

断した場合はサービス中止や契約を解除することもあります。 

 

 

                       令和  年  月  日 

 

 指定居宅介護支援の提供開始に当たり、利用者に対して、重要な事項を説明

しました。 

 

事業者 

所 在 地 さいたま市大宮区上小町1184番地 

法 人 名  社会福祉法人悠揚会 

代表者名  塩原 正彦 

 

 

説明者 

事業所名  居宅介護支援事業所はるぱてお 

 

氏  名              印 

                     

 

 私は、事業者から重要な事項の説明を受け、指定居宅介護支援の提供開始に

ついて同意しました。 

 

利用者 住所 

    

氏名            印 

 

（代理人） 住所 

     

氏名            印 


